
��

一 はじめに

二 グットウィルの定義

三 グットウィルの認容基準

四 グットウィルの算定方法

五 むすびに

� ����

アメリカの各州では､ 離婚の財産上の効果として財産の分割となる清算 (�������� ��

�	��
	��
�	�	��
	����������) と離婚後扶養 (�����	�
�����
����

�	�������) が

判例上認められ､ 各州の制定法においても同様の財産上の効果が認められている１｡ 離婚する

配偶者が弁護士や医師などの専門職を職業とする場合､ 大多数の州の裁判所は､ その配偶者が

その業務の��������(のれん､ 営業権､ 本稿では��������をグットウィルとする｡) をもって

おり､ そのグットウィルが離婚時の清算の対象となるとしている２｡

日本法においても､ 離婚の財産上の効果の一つとして､ 清算が判例・学説上認められてい

る３｡ しかしながら､ 清算に関する判例においては､ アメリカ法で認められるような専門職上

のグットウィルを問題とする判例はない｡ 又､ 学説では､ 配偶者の一方が弁護士のような専門

職につく場合､ アメリカ法で認められるような専門職上のグットウィルを清算の対象とすべき

とする考えより､ むしろその資格や免許を離婚時の清算の対象とし､ その価値の一部を他方配

偶者に分割すべきとする考えが目立っている４｡

他方､ アメリカ法においては､ 専門職の資格や免許が離婚時の清算の対象であり､ 離婚時に

分割すべきという考えは､ 多くの州の裁判所で認められず､ 制定法においてこれを示唆する州

もほとんどない５｡ 専門職に関して､ 資格や免許が離婚時の清算の対象として認められない状

況において､ 多くの州の裁判所が離婚時の清算の対象として分割を認める専門職のグットウィ

ルとはどのようなものであろうか｡
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そこで､ 日本法においても､ 専門職のグットウィルを清算の対象とすべきか検討するため､

アメリカ法において離婚時に清算の対象として認められる専門職上のグットウィルとはどのよ

うなものか明らかにしたい｡ アメリカ法において離婚時の清算の対象となる専門職上のグット

ウィルとはどのようなものかを明らかにするため､ 本稿では､ アメリカ法において離婚時の清

算の対象として問題となるグットウィルについて､ その定義､ 認容の基準､ 算定方法を検討す

る｡ なお､ アメリカの各州の判例や離婚に関する文献は､ 離婚時の清算として専門職のグット

ウィルだけでなく､ ビジネスのグットウィルを対象としているため､ 本稿ではグットウィルの

対象を専門職のグットウィルとビジネスのグットウィルを検討の対象とする｡

� �������	


裁判所や学説が用いるグットウィルの定義にはいくつかの定義がある６｡ 離婚時の清算に関

する判例や文献においてとりあげられる定義として､ 以下のような定義がある｡

１ 伝統的な定義

多くの裁判所でしばしば引用されてきたグットウィルの定義は次のようなものである｡

｢グットウィルは創立 (���������	�
�) により取得された有利な要因 (����
��
�) 又は

利益 (��
����) であり､ そこで使われる資本､ 資金 (��
��)､ 財産の価値を超えるものであ

る｡ 又､ グットウィルは創立により地理的条件､ 名声 (��		�
���������)､ 技術若しくは

豊かさに対する評判 (���������
)､ 時間厳守さのために定期的に通う客やなじみの客 (��
�

���
����������������	���) から､ 又は他の偶然的な条件や必要性から､ 又は古くからの

ひいき (������������) や偏愛 (����������) から受ける一般的なひいきと励まし (
�
����

�����������
�
��
��
�����
�	�
�) の結果として得られるものである｡｣７

上記のように､ この定義は多くの裁判所によって用いられているが､ グットウィルの算定方

法を提示しないことなどが指摘されている８｡

２ 会計学上の定義

会計学では､ ある会社が売却された場合､ その売却価格がその会社が所有する資産の価値を

超えたとき､ その超えた部分がグットウィルであるとされている９｡ この定義によれば､ 例え

ば､ �会社が他の会社に売却された場合､ その売却された価格が�会社の負債を除く資産の価

値を超えたとき､ グットウィルの存在が認められ､ さらに売却価格のうち有体財産を過えた部

分はグットウィルの価値となる｡ したがって､ この定義は算定方法も示唆するため､ ｢より有

益な出発点を与えるとする｣ と評価されている�｡

なお､ この定義がビジネス又は専門職のグットウィルとする超過した部分は何かあるいは何

故超過した価値が生じるのかについて､ 例えば�会社が�会社を取得した場合､ �会社が�会

社から収入を生み出す能力を得るために投資したもの､ とされている�｡
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３ 一般的な定義

離婚時の清算に関する判例において ｢最も一般的｣�とされるグットウィルの定義は ｢グッ

トウィルは無体財産であり､ 通常一般の人々が続けてひいきすることの見込み｣ である｡ 判例

では､ この定義を述べた後より完全にあるいはより詳細な定義として１の定義を述べるものも

あるが､ この定義のみをグットウィルの定義として述べる判例もある�｡

� �������	
��

離婚時の清算に関する判例において､ ビジネス又は専門職のグットウィルが存在するか否か

を決定する基準として､ 主に､ 売却の事実､ 超過収益の存在､ 価値が離婚後の収入を含まない

こと､ ひいきの存続性が考慮されている｡ この他に､ グットウィルの存在を決定する基準とし

て､ グットウィルの価値が証明されたならば､ グットウィルの存在を認めて､ 離婚時の清算の

対象とする判例もある�｡

１ 売却の事実

売却の事実とは､ 一方配偶者のビジネス又は専門職の業務が他者に売却されたことである｡

したがって､ グットウィルが存在するか否かの決定基準をこの要因とする場合､ 一方配偶者の

ビジネス又は専門職の業務 (��������) が売却されなかったとき､ グットウィルの存在は認容

されないため､ 一方配偶者のビジネス又は専門職上のグットウィルは清算の対象とされないこ

とになる｡

例えば､ �	��
�	
�
�	��
�	
判決�は､ 個人で開業する歯科医師の夫の業務 (��������)

について､ 個人で開業する医師のグットウィルは単に能力に対する評判 (��������	
) にすぎ

ず､ この評判 (��������	
) は売却されないかぎり､ グットウィルは所有者の稼働能力を高め

るための資格又は稼働能力と区別できず､ 離婚時の清算の対象となる婚姻財産にならない､ と

している｡

２ 超過収益 (������������	) の存在�

超過収益の存在とは､ ビジネス又は専門職を行う一方配偶者の収益が比較に値する者の収益

あるいは合理的な平均的収益を超えることである｡ グットウィルが存在するか否かの決定基準

をこの要因とする場合､ ビジネス又は専門職を行う一方配偶者の収益に超過収益が存在すれば､

グットウィルの存在が認められる｡ したがって､ 一方配偶者のビジネス又は専門職が売却され

ない場合にも､ グットウィルの存在が認容されるため､ より広い範囲においてビジネス又は専

門職にグットウィルの存在が認められることになり､ より多くのビジネス又は専門職のグット

ウィルが清算の対象とされることになる｡

この要因からグットウィルの存在を認容する判例として､ 例えば､ �
����������	�����

判決�では､ 麻酔医師の夫の業務 (��������) にグットウィルが存在するかについて､ この夫

が業務を行うのはモンタナ州であるが､ モンタナ州､ アイダホ州､ ワイオミング州､ ネバダ州､

ユタ州､ コロラド州､ アリゾナ州､ ニューメキシコ州の地域における麻酔医師の平均収入と夫

の収入を比較し､ 後者のうち前者を超えた部分をグットウィルとしてグットウィルの存在を証

明した会計士の証拠は､ 夫の業務にグットウィルが存在するとの認定を維持するために十分で

あるとされている｡
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３ 価値が離婚後の収入を含まないこと�

価値が離婚後の収入を含まないこととは､ 一方配偶者が行うビジネス又は専門職のグットウィ

ルが算定された場合､ その価値に一方配偶者の離婚後の収入が含まれないことである｡ この要

因は､ その算定方法に関わらず､ グットウィルの価値に離婚後の収入が含まれないことを重視

するものであり､ ビジネスの売却が存在する場合でも存在しない場合でも､ 又超過収入が存在

する場合でも存在しない場合でも､ グットウィルの価値が算定されてグットウィルの価値に離

婚後の収入が含まれなければ､ グットウィルの存在が認められることになる｡

ところで､ グットウィルの価値に離婚後の収入が含まれないことについて､ どのように証明

すればグットウィルの存在が認定されるのであろうか｡ グットウィルの算定方法として離婚時

に売却されたビジネス又は専門職の売却価格からグットウィルを算定する方法があるが､ この

方法を用いればグットウィルの価値は離婚時の価値となり､ この価値には離婚後の収入などの

離婚後に生じた財産の価値は含まれないことになる｡ そのため､ グットウィルの存在について

の決定基準を離婚後の収入が含まれないことにする場合には､ 売却価値からグットウィルの価

値を見出すことが望ましいと考えられる｡

しかし､ そのように考えると､ グットウィルが存在すると考えられるビジネス又は専門職が

離婚時に売却されない場合には､ グットウィルの存在が認められず､ グットウィルは離婚時の

清算の対象とすることができなくなる｡ ビジネス又は専門職が事実上売却されない場合であっ

ても､ グットウィルの価値に離婚後の収入が含まれないことをグットウィルの存在を決定する

基準とすることができるのであろうか｡ この点について､ 価値に離婚後の収入が含まれないこと

をグットウィルが存在するか否かの決定基準とする判例として､ 例えば､ ��������������

判決�は､ 同種の専門職の業務 (���	�
��
���
��
�������������
����
���) が最近売却さ

れたことの証拠､ そのような業務を購入するとの申入れの証拠､ 専門家の証言､ 又は当該事件

で問題となる仕事の社員 (	�	����) の証言がグットウィルの存在を証明するとしており､

又���	���������	����判決�は､ グットウィルが離婚後に存続する個人の存在に依拠

するものであるならば､ そのようなグットウィルは個人と区別して売却できる資産にならない

としたうえで､ 法律義務が (
�� ����
���) が有体資産の価値を超えて､ 個々の弁護士の評判

(����
�
���) と区別した金銭的価値を有し､ そのグットウィルが婚姻中に蓄積されたのであ

れば､ その法律業務 (
�� ����
���) は離婚時の清算の対象となる婚姻財産になるとしている｡

４ ひいきの存続性

この要因は､ 上記のグットウィルの定義で示した ｢３ 一般的な定義｣ から見出される要因

である｡ この定義､ すなわち ｢グットウィルは無体財産であり､ 通常一般の人々が続けてひい

きすることの見込み｣ という定義から見出されるグットウィルの存在を決定する要因は､ 過去

において一般の人々がひいきしたことと､ 将来においてもそのひいきが継続する見込みのある

ことであり､ これらの要因からグットウィルの存在を証明するには､ ひいきの存続について､

過去にそのような事実があったという過去の証明と将来においてもそのような状態が継続する

という未来の証明を行うことが必要となる�｡

一般的な定義をグットウィルの定義として示した��

���������������
����判決�は､

グットウィルを生じさせる要因には名声 (��	�) の存続性､ 場所 (
���
���) の存続性､ 誠実

さと公正な取扱いに対する評判 (����
�
���) の存続性､ そして技能と能力の存続性がある､
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としている｡

� �������	
��

グットウィルの価値を算定する方法も多様である｡ グットウィルの算定方法を明示する判例

として������������	
����判決�がある｡ 本稿では､ この判例が示した５つの算定方法

を示すことにする｡ なお､ 同判決は､ この５つの算定方法について､ 一つ又は複数の方法を用

いることができるとしている｡

① 会計学上の算定方法�

この方法は､ ビジネス又は専門職を行う者の平均的な収入を算出し､ その価格に一定の割

合�を適用して現在価値に割り引いた金額を有体財産と無体財産をあわせたビジネス又は専門

職の全価値としその価値からビジネスの帳簿上に記載される有体財産の価値を引くことでグッ

トウィルの価値を算定する方法である｡

本判決に示される例を引用すれば､ 例えば､ あるビジネスを営む者の平均的な収入を６万ド

ル､ 資本還元率 (
�����������	�����) を20％､ 現在の有体財産の価値を３万ドルとした場合､

そのビジネスのグットウィルの価値は､ まず､ ６万ドルを20％で割り引き現在価値にすること

でそのビジネスが有する有体財産と無体財産をあわせた全財産の価値を算出し (60,000×５＝

300,000)､ その全財産の価値から有体財産の価値３万ドルを除くことにより27万ドルと算定さ

れる (300,000－30,000＝270,000)｡

② 会計学上の算定方法�

この方法は､ ビジネス又は専門職を行う者の平均的な収入を算出し､ この金額から比較に値

いする者の収入を引き､ その残りの金額に一定の割合を適用して現在価値に割り引くことで､

グットウィルの価値を算定する方法である｡

①の場合と同様に､ 本判決に示される例を引用すれば､ あるビジネスを営む者の平均的な収

入を６万ドル､ 比較に値する者の平均的な収入を４万ドル､ 資本還元率を20％とした場合､ そ

のビジネスのグットウィルの価値は､ まず､ ６万ドルから４万ドルを引くことでそのビジネスが

有する平均的な無体財産上の平均的収入を算出し (60,000－40,000＝20,000)､ その価値を20％

で割り引き現在価値にすることで算定される (20,000×５＝100,000)｡

③ 会計学上の算定方法�

この方法は､ 過去５年間のビジネスの平均的な純利益を算出し､ その金額から平均的な有体

財産の収益率 (����	
������	����������������������) を除き､ さらにこの金額から比

較に値する者の年収を除き､ 最後にこの金額に一定の割合を適用して現在価値に割り引くこと

で､ グットウィルの価値を算定する方法である｡

この算定方法においても､ ①の場合と同様に､ 本判決に示される例を引用すれば､ あるビジ

ネスの平均的な収入を６万ドル､ 平均的な有体財産の収益率を２千５百ドル､ 比較に値する者

の平均的な収入を４万ドル､ 資本還元率を20％とした場合､ そのビジネスのグットウィルの

価値は､ まず､ 平均的収入６万ドルから平均的な有体財産の収益率を引いた価値を算出し

(60,000－2,500＝57,500)､ 次にその価値から比較に値する者の平均的収入を引くことで無体財
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産上の平均的収入を算出し (57,500－40,000＝17,500)､ 最後にその価値を20％で割り引き現在

価値にすることで算定される (17,500×５＝87,500)｡

④ 市場価値による算定方法

この方法は､ その専門職の業務が売却された場合､ 現在の市場で取得される公正な価格を定

めることで､ グットウィルの価値を算定する方法である｡ 本判決によれば､ 本判決の ｢市場価

値 (���������	�)｣ とは､ 市場においてビジネスなどが売却された価格､ すなわち売却価

格であり､ 市場価値による算定方法とはこの売却価格を用いてグットウィルの価値を算定する

方法であると理解できる｡ しかし､ 売却価格を用いてどのようにグットウィルの価値を算定す

るのかを示す説明がないため､ 本判決からこの算定方法を十分に理解することは難しい｡ そこ

で､ 本判決以外の判例などを検討すると､ 
������

� ��
������

�判決�は､ グットウィ

ルの価値について業務の資産と専門職を行う者の技能とそのサービスの価値を超える部分であ

るとしており､ 業務の市場価値を用いてグットウィルの価値を算定する方法を示唆している｡

又､ 上記ではグットウィルの定義として会計学上の定義を示したが､ この定義によれば､ ある

ビジネスが売却されたとき､ その売却価格がその会社の有する資産の価値を超えた場合､ その

超えた部分がグットウィルとなり､ この定義は売却価値を用いてグットウィルの価値を算定す

る方法を示唆している｡

離婚時における財産の清算には､ 清算の対象となる財産を婚姻中に取得された財産とし､ 例

えば､ 離婚後の労働によって取得された収入など､ 離婚後に取得された財産を清算の対象とし

ないという原則がある�｡ 市場価値による算定方法は､ 離婚成立時の売却価格からグットウィ

ルの価値を算定するため､ 例えば､ 診療所を開業する医者が離婚後の労働から離婚後に診療所

のグットウィルの価値を高めた場合のように､ 離婚後の労働によって業務のグットウィルの価

値を婚姻時に比べて離婚後に高めたときでも､ この算定方法を用いればグットウィルの価値に

は離婚後の労働によって取得された財産の価値が含まれないことになる｡ この算定方法は､ 離

婚時の清算の原則を逸脱しない点において利点があると考えられる｡

他方､ 市場価値がないことや市場価格が極めて低い場合があり､ これらの場合にはこの算定

方法を用いることが問題となるであろう�｡ 市場価値がない場合の例として､ 法による制限�

や経済状況から業務を売却する市場がない場合があり､ この場合にはこの算定方法を用いるこ

とができない｡ 又､ 業務を売却する市場があったとしても専門職の業務やビジネスが個人の能

力に依存している場合にはそのような業務を購入してもその業務から得られる利益が低いと考

えられて業務の価値が極めて低くなる｡ このような場合には､ 少なくともグットウィルを離婚

時の清算の対象としその分割を求める配偶者は､ 離婚時の清算の際にこの極めて低いグットウィ

ルの価値をグットウィルの価値として認めることを望まないはずであり､ この算定方法を用い

ることが問題になる可能性があるかもしれない｡

⑤ 合意による算定方法

この方法は､ 事実上の売却又はまだ売却されてないオプション (��	������������������


���
�)�､ パートナーシップの合意 (��������������������) 又は会社の合意 (�
��
����

���������) からグットウィルの価値を決定するものである｡

この算定方法についても本判決では具体的な算定方法が示されてない｡ 離婚時の清算に関す
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る文献によれば､ 例えば､ 専門職のパートナーシップの合意には､ パートナーの脱退又は死亡

に関する規定がおかれることがあり､ その規定においてその脱退又は死亡の際に一定の金額が

支払われる旨が定められていた場合､ その金額がパートナーシップ上に存在するグットウィル

の金額として考慮されることがある�｡

� ����

グットウィルは､ 日本語訳にするとのれん､ 又は営業権となる｡ 広辞苑によれば､ のれんは

｢…老舗 (しにせ) としての多年の営業から生ずる無形の経済的利益｡ …｣ を意味し､ 営業権

は ｢…企業の伝統や社会的信用により､ その営業が他の企業以上の利益を収め得るような無形

の財産的価値｡ 暖簾 (のれん)｡｣ を意味する�｡ では､ アメリカおけるグットウィルも同様の

概念として理解できるだろうか｡ 上記に示した伝統的な定義と一般的な定義には関連性が見ら

れるが､ これらの定義と会計学上の定義にはほとんど関連性がなく､ グットウィルの概念を理

解するのは難しい｡ しかし､ グットウィルは日本の ｢のれん｣ や ｢営業権｣ であると仮定した

上で双方の定義を再検討すれば､ 各定義には日本ののれんや営業権から考えられる要素を十分

ではないが断片的に含んでおり､ 各定義を総合的に観ると､ アメリカにおける離婚時の清算の

場面で登場するビジネス又は専門職のグットウィルものれん､ 又は営業権と日本語に訳しても

よいのではないかと考えられる｡

さらにアメリカにおいて離婚時の清算の対象となるグットウィルの存在の決定基準と価値の

算定方法をみると､ 存在の決定基準にも価値の算定方法にも決定的なものがない｡ このように

存在の決定基準と価値の算定方法が多数存在することは､ グットウィルの概念それ自体に問題

があるからではなく､ 多くの離婚事件にグットウィルの存在を認めさせて､ より多くの財産を

清算の対象にすることを可能にするためではないかと思われる｡ なぜなら､ アメリカの現状と

して､ 離婚する夫婦は清算の対象として分割できる財産をあまり持っておらず､ 離婚後扶養に

ついても一方配偶者が他方配偶者に対して支払うというケースはあまりないことから､ 離婚時

の清算の対象となる財産の範囲をより広くしようとする傾向があるといわれている�｡ このよ

うな現状を考慮すると､ 存在の決定基準､ 価値の算定方法を一つに定めず事件に応じてさまざ

まな基準や方法を用いるのはこのような傾向の一つであって､ より多くの離婚事件においてよ

り多くの財産を清算の対象としているためではないかと思われるのである｡

しかし､ このように存在の決定基準や価値の算定方法を多数認めることは､ グットウィルの

概念をわかりにくいものにすることも確かである｡ 日本の財産分与の場面にこの概念を導入す

べきか検討するにあたり､ 専門職のグットウィルという概念が日本になじみがないにも関わら

ずその概念がわかりにくいものであること､ さらに日本では一方配偶者が婚姻中に資格・免許

を取得した場合にはその資格・免許自体を離婚時の清算の対象とすべきとの主張が目立ってい

ることを考慮すると､ 特に専門職のグットウィルの概念の導入を検討するよりも資格・免許の

分割について検討すべきではないかと思われる｡

しかしながら､ 資格・免許を離婚時の清算の対象とすべきとの考えについて､ アメリカにお

いても､ 一方配偶者が婚姻中に資格・免許を取得した場合 (さらに他方配偶者がその取得に貢

献した場合にはなおさら)､ 資格・免許を清算の対象として他方配偶者にその利益を分割すべ

きと考えられ､ 実際に離婚後の資格・免許から得られる離婚後の収入の分割を求める主張が各

州の裁判所においてなされてきた�｡ しかし､ 清算の対象となるのは婚姻中に取得された財産
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であり､ 離婚後に取得された財産は清算の対象外とする離婚時の清算の原則があることから､

専門職の資格・免許それ自体を清算の対象とすることは離婚時の清算の原則に反すると考えら

れることや､ 離婚後扶養は一方配偶者の離婚後の収入の一部を他方配偶者に支払うことで実現

されるため専門職の資格・免許が離婚時の清算の対象とされて離婚後の収入の一部が他方配偶

者に分配された場合には離婚後扶養と離婚時の清算によって離婚後の収入が二重に取られる可

能性があることが問題とされてきたことから､ ほとんどの州の裁判所が資格・免許それ自体を

離婚時の清算の対象として認めないという態度をとり続けている�｡

他方､ ビジネス又は専門職のグットウィルについては､ 上記の算定方法で示したとおり､ 離

婚後の収入を含まないで算定することが可能であるためか､ 多くの州の裁判所はビジネス又は

専門職のグットウィルを離婚時の清算の対象として認めているのである｡

日本においても専門職の資格・免許を離婚時の清算の対象とした場合､ アメリカと同様のこ

とが問題とされるはずである｡ そうであれば､ 今後､ 日本においても､ ビジネス又は専門職の

グットウィルの概念を検討する可能性があるのではないだろうか｡

アメリカにおけるビジネス又は専門職のグットウィルの概念についても､ 存在の決定基準､

価値の算定方法によっては資格・免許を離婚時の清算の対象とした場合の問題が同様に生じる

可能性がある｡ 又､ 定義､ 存在の決定基準､ 価値の算定方法には不明確さがあり､ この不明確

さはグットウィルの概念をわかりにくいものにする原因となっている｡ 特に日本にとって専門

職のグットウィルという概念は非常になじみが薄いので､ この概念を定着させるためには､ こ

の概念をわかりやすいものにする必要がある｡ 研究を続け､ 日本の財産分与に専門職のグット

ウィルの概念を導入すべきか改めて検討したい｡
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